








































































































































アルジェリア 932 17，790 0．05
エ　ク　ア　ドル 233 6，705 0．03
ガ　　ボ　　　ン 291 535 0．54
インドネシア 1，438 134，414 0．01
イ　　ラ　　ン 8，631 34，424 0．25
イ　　　ラ　　ク 4，658 11，759 0．40
リ　　　ビ　　　ア 3，494 2，607 1．34
ナイジェリア 2，672 80，000 0．03
ヴェネズエラ 2，092 12，542 0．17















































































































































































































































































カ　ナ　ダ 十3 一6 一9 一14
米　　　国 一54 一68 一79 一129
欧州のOECD諸国 十55 十94 十153 十311
日　　　本 十60 十96 十123 十181
オーストラリア・ニュージーランド 一31 一57 一90 一195
小計（OECDの取引量） 十33 十59 十98 十154
共　産　圏 一38 一43 一49 一66
開発途上国 十7 十11 十2 一10
南アフリカ 一6 一34 一60 一90
そ　の　他 十49 十7 十9 十12
総貿易量 128 208 287 504
　（注）　1976年は実績値
（出所）Ulf　Lantzke，“Expanding　World　Use　of　Coal，”FQreign　Affairs，
　　　Winter　1979／80．
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以上考察した、石炭とガスの事例から明らかなように、産油国と消費国の技術協力、あるいは資金協
力などによりエネルギーの多様化を図るならぽ、それは暗黙裡に石油市場への圧力となり、ひいては
自国の経済、外交政策のフリー・ハソドを高めることになるのである。その意味では、低価格で充分
な原油供給のアベイラビリティーのみを追求することが果たして消費国の利益に一致するものかどう
かは充分考えねぽならない問題である。
　今まで消費国は、OPEC諸国の急速な開発や巨額の軍事支出をそれらが浪費的なものであっても、
いわば目をつぶって受入れてきた。結局、このことが先進工業国の利益にもつながっていたのであ
る。しかし、われわれが前節でみたように、産油国内部では、原油生産、開発計画、海外投資などの
分野が変化する方向にあり、また経済開発が進むにつれて社会体制が弱体化する兆候も目立ってきて
おり、消費国としてはOPEC諸国に対する政策を再検討しなければならない時期にきているといっ
てよい。たとえぽ、産油国の開発計画や実行可能性については、OPECと率直な意見の交換の必要
があるし、時には適切なアドバイスもしてゆかねぽならないと考える。また、存立可能な産業の開発
について、工業国は技術、経営能力や市場を提供することにより建設的な協力を図らねぽならない。
しかし、それらはOPEC諸国の開発計画の縮小を含めて、先進国間の合意の形成や政策の調整とい
った、かなりの苦痛（たとえぽ、石油の大幅削減など）を伴なってはじめて可能になるのである。産
油国の中にも開発計画を見直す国がでてきたこと、IEAによる、石油供給ストップ時の配分政策に
関する図上演習など、徐々にではあるが、こうした苦痛への挑戦が開始され始めたことは一応評価す
べきものと考えられる。
5　結びにかえて
　周知のように1979年はイラγの原油輸出が止まり、世界がその影響を憂慮した年であった。しか
し、統計数値から言えぽ、皮肉なことに、石油危機が叫ぽれるとき程、OPECの石油生産量が増加
しているのである。確かに価格は高騰したが、量の確保という面では、これまでの処、日本や米国の
備蓄100日分という高い水準をみれぽ明らかなように、徒らに心配する必要はないのではないか、む
しろマスコミ等の報道がセンセーショナルに過ぎたのではないかとさえ思われる。とは言え、最近で
はOPECが価格カルテルから生産カルテルへと変ってきたことは事実であり、この論稿において追
求した、国際協力を通じての石油問題解決への努力が真剣に問われねばならないと考える。確かに、
その考えは“言うに易く行なうに難し”という感を禁じ得ないが、有限な資源を大切に使おうという
基本理念は何人も否定しえないのである。
　ところで、本稿では、国際協力による石油問題の解決ということの他に、消費国の節約と代替エネ
ルギー開発を促進すべきことも強調した訳であるが、日本に関する限り、石油消費は世界の中で今だ
高い水準にあるとは言え、ここ数年輸入量がほぼ2億7，000万～3億キロリットルで推移しているこ
とからしてある程度成功していると言ってよいであろう。これは、わが国産業界の徹底した努力によ
るところも大きいが、国民全体の考え方が変化してきたことに主たる原因を求めてよいと考える。つ
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まり、わが国は石油を始めとしてエネルギー制約にさ程捉われることなく、多少の経済成長は犠牲に
するかもしれないが、とにかく“やって行ける”という自信を持ったことに他ならないからである。
われわれは過去の経験からして、何らかの見通しを持って行動すれぽ必ず途が拓かれることを知って
いる。何らかの見通しを持って努力するのとそうでないのとでは生活態度や物の考え方、あるいは行
動の仕方が全く違ってくるからである13）。これを要するに人間の全智全能を以てすれぽ、石油問題に
限らず殆ど全ての問題に対処しうると考える。勿論、そのためには臓大な資本や技術が必要とされる
場合が多いに相違ないが、基本はやはりそうしたものを使いこなす人間の能カー経済用語でいう人
的資源一にあると考えられる。その意味では、産油国の異常とも思える経済開発に対して、その社
会的基盤などを考慮すると強い疑念を抱かざるを得ないのである。そして、産油国と難も世界経済の
発展を担う重要な構成員であり、国際社会に対する責任は免がれないことを充分自覚しなけれぽなら
ないのである。
　注
1）1980年9月15日から17日までウィーソで開かれたOPEC拡大閣僚会議においては、両派の対立が鋭く、
　　価格統一には至らなかった。
2）R。b，・t　St・b・ugh，　D・・i・I　Yergi・，“Energy・A・Emerg・n・y　T・1・・c。P・d・”F・・eig・Aff・irs・1980・
　　Special　issues．
3）海老原武邦「アメリカのエネルギー政策をめぐって」『エネルギー経済』（日本エネルギー経済研究所、
　　1978年10月号）23頁。
4）　¢ystein　Noreng，　Oil　Politics　in　the　1980s，1980s　Project／Council　on　Foreign　Relations，1978．　p．　50．
5）W．M．　Corden，　Inflation，　Exchange　rate　and　the　World　Economy，　Oxford，1977，　p．109．
6）　φystein　Noreng，　Ibid．，　cit．，　p．69．
7）　φystein　Noreng，　Ibid．，　cit．，　p．85．
8）　φystein　Noreng，　Ibid．，　cit．，　pp．86－8．
9）W。lter　J．L。vy，・Th・y・ars　th・t　th・1・c・・t　h・th　eat…Oil・P・1i・y・nd　OPEC　d・v・1・pm・nt　p…pect・・”
　　Foreign　Affairs，　Winter　1978／79．
10）　φystein　Noreng，　Ibid．，　cit．，　pp．109－31．
11）Ulf　Lantzke，“Expanding　World　Use　of　Coal”，　Foreign　Affairs，　Winter　1979／80，
12）　ニコラス・サルキス「最近の石油情勢について」『エネルギー経済』（日本エネルギー経済研究所、1979年
　　5月号）34頁。
13）　白石四郎「資源政策の問題点」（明治大学社会科学研究所公開講演集、1979，No．4）
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